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２ 東海・東南海・南海地震対策の推進について 

（内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（背景） 
○ 東日本大震災の発生を受けて、あらためてこの地域に甚大な被害をもたらす東海地
震、東南海地震、南海地震について関心が高まっており、また三地震の連動発生の可
能性が指摘されていることから、県民の震災への不安が一層高まっている。 
 
○ 東海地震については、地震の予知が可能であるとされているが、この地震予知観測
網は、主に震源域が西側に拡大される以前に整備されたものであり、新たな震源域で
の整備が必要である。また、東南海・南海地震についても、地震予知を可能とするよ
う早急な観測網の整備が必要である。 
 
 

【内容】 
(1) 地震予知体制の確立に向けて、地震予知観測網の整備充実及び活動メ
カニズムの解明並びに予知の確度の向上等に関する調査・研究の推進を
図ること。 
 

(2) 東海地震、東南海地震、南海地震の三地震の連動した発生について、
今回の大震災の被害実態を踏まえた最新の被害予測の結果に基づき、早
期に災害応急対策に係る活動計画を策定すること。 
 

(3) 基幹的広域防災拠点の整備を国の責任において進め、そのための適地
や機能等を検討する調査費を早急に予算化すること。 

 
(4) 学校などの教育施設、上下水道、道路、河川、海岸、港湾などの公共
構造物、防災拠点となる施設、県民が利用する公的施設等の耐震化の促
進を図るとともに、民間住宅の耐震化を促進するため、民間木造住宅耐
震改修費補助を拡充すること。 
 

(5) 地震防災対策としても重要である海抜ゼロメートル地域の湛水防除
事業などを促進すること。 
また、地震発生時に崩壊する恐れのあるため池の耐震対策を実施する

ため池等整備事業などを促進すること。 
 
(6) 国による環境放射能の監視網を強化・確立するとともに、地方自治体
が独自に導入する測定体制の構築及び運営に係る経費に対する財政支
援策を講じること。 

＜全体事項＞ 
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○ 東海地震、東南海地震、南海地震の三地震が連動して発生した場合の被害想定が平
成２３年度に実施されることとなったが、その結果をふまえて、東海地震対策大綱（平
成１５年５月）及び東南海・南海地震対策大綱（平成１５年１２月）による個別の対
策のみでなく、三地震を想定したより広域的な被害に対する活動態勢を構築する必要
がある。 
 
○ 併せて、三地震の連動発生による大規模地震災害の発生時に、国と地方自治体、防
災関係機関が総合調整や人員の受け入れ、物資等の集積を行う基幹的広域防災拠点を、
この地域においても早急に整備する必要がある。 

 
○ 本県では、国の地震防災戦略を踏まえ、平成１９年度から２６年度までの８年間で
地震被害の半減（死者数及び経済被害額）を減災目標とした「第２次あいち地震対策
アクションプラン」に基づく総合的な地震防災対策に取り組んでいるが、このたびの
東日本大震災を踏まえ、その加速的な推進と抜本的な見直しが求められている。 
 
 
（ 参 考 ） 
 
 
 

 
 

 

（強化地域：３９市町村、推進地域：５１市町村）
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